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１． 配水場と管路の現状 

現在、北名古屋水道企業団では、中央配水場（薬師寺）、師勝配水場（鹿田）、豊山配水場（豊場）の３配水場か

ら、配水ポンプによる加圧配水方式により、給水区域全域への水供給を実施しています。 

供給元となる愛知県水道用水供給事業（以下「県営水道」という。）からの受水は中央配水場で行い、師勝配水場へ

は、企業団が維持管理を行う送水管により水を送っています。配水量比率は、中央配水場が約３８％、師勝配水場が約５

８％、豊山配水場約４％となっております。（資料１参照） 
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中央配水場は企業団創設期の昭和４６年（５０年経過）、師勝配水場は昭和５３年（４３年経過）に建設された施設で

あり、年々老朽化が進行しています。 

一方の管路は、特に重要と位置付ける基幹管路（口径２５０ｍｍ以上の配水本管）が、総延長で３２．２７kmあり、

全配水管（口径２５ｍｍ以上２５０ｍｍ未満の配水支管＋口径２５０ｍｍ以上の配水本管）のうち約７％を占めておりま

す。（資料２参照）基幹管路の埋設工事は、昭和４０年代から５０年代の高度成長期にかけて実施されたものが多く、現

在はそれらの老朽化が進んでおります。（資料３参照）そのため、更新を継続して行っているところです。 

法定耐用年数は、配水池（貯留槽）は６０年、管路は４０年とされており、実使用期間は状況に応じ延長するなどし

て維持管理をしております。 
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２． 配水場施設等更新の必要性 

老朽化の進行により、配水場施設の故障や損壊、基幹管路で漏水等の事故が起きると、広範囲で長期にわたる断水リ

スクが高まります。配水場施設や基幹管路を順次更新していくことにより、重大事故リスクの軽減を図ることができます。

老朽化とともに懸念されるのは、今後３０年以内に７０～８０％の確率で発生すると予想される、南海トラフを震源

とする巨大地震です。強い揺れで施設等が損傷することにより、応急給水活動や応急復旧活動に遅延が生じることを懸念

します。 

配水場施設とそれに関連する基幹管路を更新していくことで、水道の強靭化、耐震化が進み、防災、減災の効果を高

められると考えます。 

それらの理由から、北名古屋水道企業団は、災害に強い水道の構築を目的とし、配水場施設等の更新計画を策定しま

す。 
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３． 更新の方針 

（ア）配水場施設更新（資料４～８参照）

　中央配水場、師勝配水場及び豊山配水場の配水機能を統合した施設を構築し、水運用を一元化することで、将来を見据

えた効率的な水道事業経営の向上に努めます。 

具体的には、県営水道からの受水点が中央配水場敷地内にあり、師勝配水場に至る既存送水管（口径５００ｍｍ Ｌ 

≒２,７００Ｍ）の更新を不要とすることができる中央配水場での一元化を目指します。これにより、建設費の低減を図

ることができます。また、現在の配水場２か所の運用は、複雑な圧力バランス制御が必須ですが、一元化することで制御

方法が簡素化し、定期で実施している電気設備更新費の低減も可能となります。 

施設更新にあたっては、現状の配水能力を保ちつつ、既存敷地内で新たな配水施設を建設するスペースがないため、

別の用地を取得し、新配水場を建設する必要があります。 

建設予定地については、県水受水点のある中央配水場に近い場所が、費用面、管理面において最も有効であるため、

既存敷地の北側田地（約２,６００㎡）を予定地に選定します。
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【将来計画】

前期



配水池（資料８） 

管理棟（資料７）

-8-

後期
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（イ）基幹管路更新（資料９参照）

配水設備の一元化により、既存基幹管路の口径を変える必要があるため、配水場施設の更新に合わせて、基幹管路の

更新も並行して行います。 

スケジュールとしましては、配水元となる中央配水場に近く、埋設時期の古いものから優先して更新を進めます。

今計画により、配水系統を大きく西と東に分け、それぞれ『西系』『東系』とし、配水管理を簡素化します。 

管路整備の目標としては、配水場を新設するために、新たに北回り配水本管φ７００、φ６００、φ４００を新設し

ます。 

徳重・名古屋芸大駅北側、県道名古屋豊山稲沢線のφ３００配水本管の代替えとして師勝西小学校南から県立西春高

校に向け、新たにφ４００配水本管整備を計画し、県道名古屋江南線を北に変針しφ３００配水本管の整備を行い、西地

区への基幹管路とします。 

中央配水場から南下する西系配水区の配水本管として既設配水本管φ７００、φ６００、φ５００をφ７００、φ６

００に布設替えします。 

県道名古屋外環状線市役所東庁舎西交差点から東へφ５００配水管の整備をおこない、既設φ３００配水管のループ

経路への水供給機能を増強させる計画としました。 

基幹管路の更新は全て耐震管を利用するため、老朽管の更新整備と共に耐震化率の向上を図ることができます。 
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中央配水場 

師勝配水場 豊山配水場 
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４． 更新スケジュール（資料１０参照） 
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（ア） 配水場施設更新
フェーズ１：（令和４～９年）師勝配水場老朽化対策、新中央配水場１期（西系）整備-1

中央配水場…用地買収、新配水池（10,000ｍ3）築造、管理棟築造 

師勝配水場…配水ポンプ更新、自家発電設備更新、計装機器更新 
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フェーズ２：（令和１０～１４年）新中央配水場１期（西系）整備-2

中央配水場…配水ポンプ新設、受変電電気機械、自家発電設備改修 
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フェーズ３：（令和１５～１９年）旧中央配水場取壊し、新中央配水場２期（東系）整備-1

中央配水場…配水池取壊し、新配水池（10,000ｍ3）築造 
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フェーズ４：（令和２０～２４年）新中央配水場２期（東系）整備-2

中央配水場…東系配水ポンプ新設、受変電電気機械、自家発電設備 
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フェーズ５：（令和２５年～）師勝配水場廃止

師勝配水場…取壊し（配水池、施設設備） 

-18-



５． 施設統合計画における財源への影響 

「中央配水場統合」における今後２０年間の財政計画を示します。 

（ア）基本事項の確認

１）財源の考え方

財源の推計の方法について、収益的収入と資本的収入に分けて示します。 

【収益的収入】 

①給水収益…給水量×供給単価（167.02円）

・給水量は令和２年度策定「北名古屋水道企業団水道事業経営戦略」の推計による

・供給単価は平成29～令和元年度の平均値＝167.02円を採用する

②受託工事収益…令和３年度予算値が継続

③営業外収益…令和３年度予算値が継続

④長期前受金戻入…「経営戦略」の推計による

【資本的収入】 

①加入者分担金…令和３年度予算値が継続

②工事負担金…令和３年度予算値が継続

③企業債…工事費が概ね６億円以上の年に見込む

④国庫補助金…見込まない（実際には活用予定）

２）投資と経費の考え方

投資と経費の推計の方法について、収益的支出と資本的支出に分けて示す。 

【収益的支出】 

①人件費…令和３年度予算値が継続

②事務費…令和３年度予算値が継続

③委託料…令和３年度予算値が継続

-19-



④修繕費…令和３年度予算値が継続

⑤動力費…単位水量当り動力費（Ｒ３予算）×給水量

⑥薬品費…単位水量当り薬品費（Ｒ３予算）×給水量

⑦受水費…基本水量費（基礎水量×10,800円＋その他水量×15,360円）＋使用水量費（使用水量×26円）

承認水量＝28,800ｍ3 

基礎水量＝前年度基礎水量対象人口×０．２ 

（基礎水量対象人口＝８８％） 

⑧減価償却費…既設減価償却費＋新設の減価償却費（償却年数４０年と仮定）

（既設減価償却費は経営戦略による） 

⑨資産減耗費…令和３年度予算値が継続

⑩企業債利息…既借入＋新規借入（利息１％）

【資本的支出】 

①人件費…令和３年度予算値が継続

②事務費…令和３年度予算値が継続

③委託料…工事費の５％

④工事費…施設工事＝事業計画による

配水本管工事＝事業計画による 

配水支管工事＝単独工事３．４億円＋支障移転工事０．６億円 

⑤営業設備費…購入計画

⑥企業債償還金…既借入＋新規借入

（イ）資金計画の推移

１）収益的収支の推移

当年度利益は、減価償却費の増加により令和２年度の３．２億円から令和２３年度に０．５億円まで減少する。現在、
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当年度利益から長期前受金戻入（現金裏付けなし）を控除して積立金に計上しているが、令和１８年度以降、当年度利

益が長期前受金戻入を下回り、控除することができなくなるため、当年度損益勘定留保資金の計上において減価償却費

から長期前受金戻入分を控除する必要があります。 

このまま当年度利益が減少すると赤字となる恐れがあるため、推移を注視し、料金値上げについて検討する必要が出

てきます。 

２）資本的収支の推移

工事費は、近年7億円/年程度だったが、統合計画においては毎年５～１５億円で推移し、平均８．４億円/年と増加し

ており、２０年間において１６７．５億円計上している。その財源として新たに５３億円の企業債の借入が必要と考え

られます。 

企業債の償還元金は、令和１９年度までに平成時代に借入した償還が終わるため、令和２０年度から、令和２年度以

降の借入の償還のみとなります。 

３）補てん財源と資金残高の推移

資本的支出に対し資本的収入が不足する額は、平均６．７億円であり、補てん財源として消費税及び地方消費税資本

的収支調整額、過年度損益勘定留保資金、当年度損益勘定留保資金及び積立金（建設改良積立金と減債積立金）にて補

てんしています。 

資金残高は、令和２３年度に４．０億円となり令和３年度より７．０億円減少します。 

企業債残高は、新たに５３億円借入することにより令和２３年度に４２億円となり、令和３年度より２０．６億円増

加します。 

工事費が毎年１．４億円、２０年間において２８億円増加した分を、資金残高の減少分と企業債の増加分で補うこと

となります。 

施設統合事業計画における収支財政計画を以下に示しました。 
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（ウ）配水施設統合における財政への影響

現在、本企業団における単年度の財政状況としては、建設事業費に７億円程度の投資予算を実施しており、収益的収

支の利益、減価償却費による財源補てん等により、資金残高として１０億円程度の内部留保が可能な状態となっていま

す。 

配水施設統合整備における財源の確保は、現在の収支予測において、２０年後の資金残高を３億円とし、さらには、

５０億円の資金不足と考えられ、企業債の活用による資金確保が必要と考えられ、その後２０年間程度の返済期間が必

要となることが予測されます。 

配水施設統合整備の完了後は、配水池等の大規模な財政投資を抑えることが可能と考えられ、現状の給水量による収

入を維持することができれば、長期的な資金計画としての影響は少なく感じられます。しかしながら、収益的収入の規

模である１７億円に比較し、資金残高の割合が低く、経営的な視点においては、改善が必要な状況と考えられます。 

本財政計画には、施設整備に対する補助金等の見込みを加味しておらず、財源確保の観点から最大限の活用を検討す

る必要があり、企業債の借入を３５億円程度に抑えることが重要となりますが、給水収益に対する借入の割合は大きい

ことから、料金改定による財源確保を検討することも重要と考えます。 
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